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授業研究の方法と第二言語習得理論

西口光一

1. はじめに

過去 10年余りにわたり日本語教育ではもっぱら伝統的な教授法から

コミュニカティブ・ランゲージ・ティーチングへの移行が符われてき

た。しかし、そのことに忙しかったため、日々行われている授業の改

善に対する関心はさほど強かったとは言えない。それゆえ、個々の授

業の改善のための授業研究〈注。はあまりなされず、また、そのため

の方法論も確立されていない。

ところで、一口に授業改善のための授業研究と言ってもさまざまな

ものが考えられる。ただ漫然と授業研究を行って、授業のいろいろな

側面について自由に意見を出し合っても、議論が穣み震なるものでな

いことは言うまでもない。授業研究を実のあるものにするためにはそ

れなりの枠組みが必要である。また一方で、枠組みを設定すると言つ

でも、研究対象とする授業の種類〈初級段階の捜業、中級段階の授業、

上級段階の授業、文型導入の授業、口頭練習の授業、応用練習の授業、

本文安材料とした授業、読解の授業、聴解の授業等〉により授業の根

本的な特性や構造が変わってくるため、かりに第ニ言語溜得に関する

根本的な原理は共通するとしても、具体的な授業研究の枠組みは個々

に設定されなければならなくなるだろうと予想される。そこで、本論

ではとりあえず一般的に行われている初級段階の導入及び口鎖練習の

授業を念頭において授業研究の枠組みを検討することとした。本論で

提出される授業研究の枠組みがどれほどー殻的に適用可能なものであ

るかについては本論では特に触れない。

本論では、まず、教育方法学やこれまでに行われた授業研究及び策



者自身の授業観察の経験をもとに、授業改善のための授業研究を効果

的に行うための研究の枠組みについて論じる。次に、その枠組みの設

定に関連して、授業研究と第二醤語習得理論との関連について論じる。

11. ニ種類の授業改替のための授業研究

授業改善のための授業研究には基本的にニつのものがあると考えら

れる。その一つは、授業目標を効果的に遼成するための学習活動の適

正化をめざすものである。このような授業研究が追求するのは「どの

ような学習活動をどのように展開すれば授業目標が最も効果的に達成

されるかj という問題である。端的に雷うと、特定の授業の授業計画

として一番よい計画はどういうものかを追求しようとするものである。

そのような授業研究では、授業計砲は所期の授業目標を途成するため

の一つの仮説であると見られ、その授業を実施し、生み出された授業

成果を測定し評価することにより、その仮説が検証される。そして次

のステップとして前回の実験の結果を踏まえてより妥当と考えられる

計画が立案されそれが再び検証に賦される。すなわちシステムズ・ア

プローチ的な計画 (Plan) 、実線(Do) 、評価 (See) のサイクルの中で授

業の最適化が追求されるわけである。ある文型の導入のための話題あ

るいは場面としてどのようなものが遜当か、形の練習及び文構成の練

習が終わった後の当該の文型を使った包己表現の練習のための話題と

してどのような話題が適当か等を検討すること、また、どのような学

習活動をどのような順序で展開するのが当該の文型習得の観点、から適

当と考えられるかを検討することもこのような授業研究の枠組みの中

で行われる。教育工学 (educational technology) のー領域の実践的研

究として行われている授業の設計や授業改造の試み〈端野(1976) 、

坂元(1980) 、水越 (1979 )、 Gagné and Briggs (1979) )がこの穣

の授業研究にあたる。このような授業研究を工学的アプローチによる

授業研究と呼ぶことにする。
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さて、いま一つの授業改善のための授業研究は授業の実施方法の改

善をめざすものである。これは、授業の計画を問題にした授業研究で

はなく、計調された学習活動をどのように実施すれば授業がより円滑

に運びより大きな学習効果が期待できるかということを追求する授業

研究である。ビデオに収録した授業の中のある教授学習活動を見てそ

のやり方を検討するといった授業研究はこの穫のものに属する。この

種の授業研究により当該の学調活動の円滑化と授業成果の増大を図れ

ることはもちろんであるが、その作業により割り出された教授持動は

教授場面の属性と教捜作動の鼠性との関係をモデル化することにより、

広く他の教捜学習場面に応用可能な教授行動の原理に高めることがで

きるものと考えられる。それゆえ、この種の授業研究は本来、当該の

授業の改善のための授業研究であるというよりは、むしろ効果的な教

授行動を割り出すための授業研究と見た方が妥当であると思われる。

そこでこのような授業研究を教授行動の研究と呼ぶことにする。

111. 授業改畿のための授業研究の方法の枠組み

1.工学的アプローチによる授業研究

工学的アプローチによる授業研究は、授業自擦を効果的に達成する

ための授業の最適化をめざす。その詳しい方法は沼野他で紹介されて

いるので、ここでは簡単に概要だけを述べる。

工学的アプローチによる授業研究は、授業目標の明確化から始まる。

授業の呂標は、授業実施前には妥当な計調を立案するための目安とな

るものであり、授業実施後には実施された授業が所期の結果を生み出

したかどうかを評価するための基準となるものである。それゆえ、こ

の作業は注意深く綿密に行われなければならない。

授業呂標が明らかにされたら次に目標を細分化し、それら目標聞の

相革関係を明らかにした上で、授業のアウトラインを立てる。アウト

ラインができたら次に個々の自標に対応する具体的な学習活動の計踊
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にはいる。その際に、必要な学習環境や教青メディア等の活用につい

ても計画する。このような手続きが終わったら、その結果を授業計画

審にまとめ、授業計踊を確定する。そして計画された授業を実施する。

授業が実施されたら次に当初立てられた授業目標を規準として授業

成果の評価が行われる。授業は計画通り実施されることを建前とする。

そして授業成果の評価から振り返って立案された授業計画の妥当性が

再度検討される。その際には、目標の細分化から教育メディアの活用

計画まで授業計画のあらゆる段階にわたり詳細に検討が行われる。そ

して次の段階で、改訂された仮説として新しい授業計調が立案され、

それが次回の捜業で再度検証に賦される。このような手続きを繰り返

すことにより授業の最適化が追求される。

このような作業は偲人で行うこともできるが、何人かのチームで行

うことでより効来的にまた多角的に授業の改善を行うことが可能とな

るだろう。そのような授業研究の結果として、われわれは実験的に検

証された妥当な授業計画そ共有することができるようになる。

工学的アプローチによる授業研究は、当該のーコマの授業だけで具

体的なくそして遜常は測定可能な〉成果を要求するところから、言語

能力の発達やスキルの養成をめざした授業の研究にはあまり向かず、

むしろ言語事項の醤得をめざす授業の研究に適していると思われる。

2. 教授行動の研究

(1) 授業の実施方法改蓄のための教授行動の研究

教授行動の研究は授業の実施方法の改善努をめざすものである。さて、

授業の実施方法の改善は三つの観点から行うことができる。その一つ

は、学習活動を円滑に狩うための教俊行動の研究である。特定の学習

活動を観察して、 「この場面での指示の言葉は余分である。指名する

だけで事足りる」、 「あの場面設定は絵を一枚持ってきて見せればそ

れですむj 、 f ここの部分は最初にこういうふうに問いかければもっ

とスムーズに練留に入れる」、 「あそこの部分はこういう内容の質鵠

4 



をすれば学留事項の文裂を使ったやり取りがもっと活発に展開でき

る J などと、学習活動の中の特定の教授場面での教授行動について検

討することがここにぎう教授行動の研究で行われる。これは授業運営

の技術の研究と呼ぶべきものである。

このような研究で、学習活動をしかるべく分類しておけば、各々の

タイプの学習活動を実施する際の授業運営のコツといったものを明ら

かにすることができると予想される。

(2) 言語事項の効巣的習得のための教授行動の研究

第ニは、学習言語事項をより効果的に習得させるという観点、からの

教授行動の研究である。そもそも言語事項(文章主や文法事項〉には、

形式の側部と、意味内容の側面と、実際のコミュニケーションでの現

れ方の側箇があると考えられる。筆者の授業観察の経験によると、例

えば現在行われている一般的な初級の授業では、各々の学習活動は多

くの場合これら 3つの側面のいずれかの習得をめざして計画され、悶

様の方針で実施されているく注2) 。これは雲ってみれば、言語事項

の習得を各側面に分けて分割的に行うというやり方である。しかし現

実に行われている授業を見てみると、雷語事項のある側面の習得をめ

ざした学習活動の中で、言語のその他の側箇の習得をめざした指導が

教師のその場の判断で機動的に織り込まれることがしばしば観察され

る。それも、筆者の授業観察の経験では、経験の浅い教師の場合より

熟逮した教師の授業でそのようなことが観察されることが多い。これ

は授業が、夜線的な構造ではなく、学習言語事項の習得という目標の

達成のために重層的な構造をなして展開されているという事実を示す

ものである。

雷語事項の指導を言語の各側面に分けて直線的な授業を展開するか、

その他の側面の習得をめざした活動を機動的に織り込んで重層的に行

うかでは、教授成果に大きな逮いが出てくるものと思われる。しかし

ながら授業をこのように重層構造的に見た教授行動の研究は現在のと
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ころまだ行われていない。

そもそも授業研究の分野において護的研究の限界が指摘されて久し

い (Long: 1980) にも関わらず、それに代わる質的アプローチによる

授業研究は米だ多くは報告されていないぐ注幻。授業の中での教師の

教授行動とその意味を解明するためには、実擦に行われた授業をどデ

オ等に収録し、それを詳細に記述し、その構造や教師の行動安明かに

しそれらを解釈し評価していく質的アプロ…チによる授業研究がどう

しても必要である。今後このようなアプローチによる授業研究が行わ

れることが期待される。

(3) 言語能力発途促進のためのインターアクションの研究

さて、教授行動の研究の第三は授業の中での教師と学習者また学習

者間土のインターアクションを問題にする。 Ellis (1990 : 93) は、授

業は正式な教授(forma1 instruction) とインターアクション(interaction)

の両方の観点から捉えられなければならないという見解を提出してい

る。主に口頭練習により臆関される授業には、言語事項の習得をめざ

した正式な教授と言語能力の発達をめざしたインターアクション重視

の授業の二穏類がある。伝統的なアプローチにより行われる授業はほ

とんどが前者に属し、ロール・プレイ、シミュレーション、プロジェ

クト・ワーク等のコミュニケーション活動を重視した授業は後者に属

すると考えられる。しかし、 Ellis の主張は按業がそのように二つの

種類に分けることができるというものではなく、どのような授業も正

式な教授とインターアクションの両方の観点から見ることができると

いう主張マある。さらには、教師の窓鴎と関わりなく、学習者は授業

を正式な教授として受け取ることもできるし、またインターアクショ

ンとして受け取ることもできるという主張である。

授業を正式な教授として見ると、そこでは特定の言語家項を学習さ

せるために底接的な教授による介入が行われている。これに対し、授

業をインターアクションとして見ると、そこでは教師と学習者あるい
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は学習者と学習者の簡でコミュニケーションが行われ、その結果学習

者は言語能力を発達させるための言語材料と言語使用の機会を得る。

つまり、授業は二つの苗で言語留得のための資材(resource) になりう

るということである。

過去数年来行われてきた教育改善の試みでは、 「呂標言語の基礎的

な構造に関わる文型・文法事項の現実のコミュニケーション場面から

切り離された指導j から「伝達機能や擁念を実現するための言語事項

のコミュニケーションのコンテクストの中での指導」への移行が図ら

れた。しかしその試みは授業の正式な教授の面の改善であり、授業の

もう一つの側面すなわちインターアクションの側面に関してはこれま

で注意が払われていなかった。先にも述べたように授業で行われるイ

ンターアクションは言語能力を発達させるための資材となるものであ

る。授業効果を増大させるためには、正式な教授としての授業を改善

するとともに、われわれはこのようなこれまで見落とされてきた資材

をもっと積極的に活用すべきである。とりわけ、一般的に行われてい

る初級段階の教育では、言語事項の指導をめざした授業が優先され、

言語能力の訓練をめざした授業は時間的な制約からカリキュラムに十

分組み込むことが出来ないという状流を考えると、インタ…アクショ

ンとしての捜業資材を横様的に活用することの必要性が一層高まって

くる。授業時間を必要以上に増やすことなく教育効果を増大させてこ

そ本当の窓味での授業の効率化と雷えるのである。

一部の熱迷した教師の授業ではインターアクションとしての授業資

材の活用が自然に行われているようである。すなわち、経験の浅い教

師の授業と比較して、彼らの授業では、言語事項の指導を効果的に行

いつつ同時に、捜業の中に自然なコミュニケーションが掛り込まれ、

授業の中でのインターアクションも非常に自然に展開されているので

ある。われわれはそのような熱逮した教師の教授行動を研究すること

により、かれらが言語事項の学習を阻害することなくこのような行動
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をどのように行っているかを知ることができ、それを明らかにするこ

とにより言語能力発達の観点からの授業改善の遂を開くことができる

のある。

さて、以上論じてきた授業研究の枠組みを図式的に示すと以下のよ

うになる。

授業改善

のための

授業研究

1.工学的アプローチによる授業研究

2. 教授行動の研究

(1)授業の実施方法改善のため

の教授行動の研究

(2)言語事項の効果的学習のた

めの教授行動の研究

(3)言語能力発達促進のための

インターアクションの研究

圏 l 授業改善のための授業研究の分類

IV. 授業改替のための授業研究と第二雷語習得澄論

どのような教授方法にもその背後に第二言語習得に関する仮定が設

定されている。 Richards and Rodgers (1986 : 72) はコミュニカティ

ブ・ランゲージ・ティーチングの背後には、 (1) コミュニケーションの

原理、 (2) タスクの原理、 (3)有意味の原理の3つの仮定があると述べて

いる。また、 0'拡aggio (1986) はプロフィシェンシー中心のアプローチ

の構成原理として5つの仮説と 4つの関連仮説を提出しているくJ主的。

前節で論じた授業改善のための授業研究の方?去に関しでも、その枠組

みの設定にあたってすでにその背後で第二言語の習得に関していくつ
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の仮定が設定されている。それらの仮定は第二雷語習得研究や言語学

習の心理学の知見を基に立てられているとはいえ、最終的には現在の

筆者自身の第二言語習得についての信念(の一部〉であると言わざ、る

を得ない。それらの仮定を以下に提示する。

仮定 l 雲語の習得は大きく、言語事項の学習と言語能力の発

遠の二つの屈に分けることができる。

仮定 2 言語事項の知識は言語能力の発達を促進することがで

きる。

仮定 3 授業は大きく言語事項の学習をめざした正式な教授

とインターアクションを重視した授業の二つに分類す

ることができる。また一方で、授業には正式な教授と

インターアクションのこ二つの側面が問時に存在し、学

習者は授業を正式な教授ともインターアクションとも

取ることができる。

仮定 4 言語事項は主に正式な教授により学習される。

仮定 5 言語事項の学習は、形式の側面と窓味内容の側面と実

際のコミュニケーションでの現れ方の側面に完全に分

割して指導を行うよりも、一つの側面の指導に重点を

履きつつも、機動的に他の側面の指導も行った方が効

果的に行われる。

仮定 6 言語能力の発達は主にインターアクションを重視した

授業により促進される。

仮定 7 正式な教授で授業内のインターアクションを工夫する

ことにより、言語事項の学習を阻害することなく、言

語能力の発達を促進することができる。

本論でとりあえず関題としている初級段摺で一般的に行われている
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導入及び口頭練習の授業は言語事項の学習をめざした正式な教授に分

類される。仮定 1 と仮定2 は本論の議論の基本的な前提となる。工学

的アプローチよる授業研究及び授業実施方法改善のための授業行動の

研究は仮定4でいわれている正式な教授を改善する試みである。学習

言語事項の効果的習得のための教授行動の研究は仮定5が妥当なもの

であるという前提があってはじめて有用なものとなる。また、言語能

力発達促進のためのインターアクションの研究の有用性は仮定3、仮

定6及び仮定7が妥当であることに基づく。

このように「授業改善のための J とする限り、どのような学習活動

が第二言語の習得を促進するかという質問に関わらざるを得なくなる。

それゆえ、授業改善のための授業研究の方法論を議論する場合、それ

と並行してその研究方法の有効性を保障するための基礎となる第二言

語の習得に関する仮定に言及せざるを得なくなる。授業研究でも、あ

る教授行動について異なった意見が出される場合、それが当該の教授

場面の認識の相違に基づくのではなく、第二言語の習得についての信

念や鷲見の相違に起因することがしばしばある。授業改善のための援

業研究と第二言語習得理論がこのような関係にあるならば、その論理

的結論として、妥当な第二雷語習得理論が提出されなければ、有効な

授業研究はできないということになる。

では、われわれは妥当な第二言語留得理論をどこに求めることがで

きるだろうか。一般的に行われている第ニ言言語の習得研究の成果は、

多くの研究者が指摘しているように、まだ研究が十分に成熟している

とは言えず、 「当面の答 j しか与えてくれない。また、そこで提出さ

れる理論やモデルは非常に抽象レベルが高いため直接的には授業研究

に役に立たず、かといってこれを授業レベルの仮説として役立つよう

に解釈しなおそうとすると、それまで保障されていた科学的な妥当性

が危うくなる。

第二言語習得研究のこのような状況を考えると、第二言語習得研究
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の知見やそこで提出されている理論やモデルを参考としてわれわれ自

身が授業研究のために役立つ仮説やモデルを精密に構築し、第二言語

習得研究や言語学習の心理学等の成果と外罰語教育の専門家としての

われわれの経験に基づく直感によりその妥当性を検証し、そのように

して得られた仮説やモデルを作業仮説として授業研究に臨むほかない

ようである。本論で展開している議論はいわばそのような試みの一例

である。

V. おわりに

さて、前節で論じたような形で当面妥当と考えられる第ニ言語溜得

に関する仮説が得られたとしてもなお問題は残る。というのはその仮

説は一般的な法員IJ や原理を示してくれるだけで、さまざまな要因が関

わっている個別の授業や個々の教授学習場面での教師の行動の妥当性

については判断の基準を与えてくれないということである。現状では

そのような場描での教師の行動の妥当性の判断は、第二言語習得理論

や言語学習の心理学にも通じ同時に教授経験も豊かな外層語教育の専

門家の直感的な判断に頼るしかないということになる。 fこだ、そのよ

うな場合でも学習課題や教授学習場面の特性と授業の構造や教授行動

の特性を解明し、それらの間に存在する原理を定式化するようにここ

ろがければ、多くの専門家が妥当と考える授業計闘の原理や教授行動

の原理を明らかにすることができると思われる。そのためにも先にも

指摘したような質的アプローチによる授業研究が切に望まれる。

i主

1 .本論では英語の‘classroom research' にあたるものを「授業研究」

と呼んでいる。
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2. 例えば、横浜日本語教育フォーラム日本語教育ワークショップで

研究対象とされた授業はそのような授業であった。この授業につ

いては罰口 (1991 )で紹介している。

3. Richards (1990 : 87-99) 、 Day (1 990) などはその数少ない例

である。

4. 5つの仮説及び4つの関連仮説の内容は以下の通り。

仮 説 l 学習者が臼標言語の社会の中で遭遇すると思われるさ

まざまな場面(context) で自標言語を使用するような練習の機会を

与える。

関連仮説 1 コースの中で産出技能が訓練され始めたらできる

だけ早く学習者に自分自身の雪いたいことを表現するように指導

する。

関連仮説 2 プロフィシェンシ一重視のアプローチは学習者の

聞でコミュニケーションが活発に行われることを奨励する。

関連仮説 3 プロフィシェンシー愛撹のアプローチでは、操作

的あるいは特定の言語事項に集中した練習ではなく創造的な練習

が奨励される。

関連仮説 4 可能な限り本物の言語を使う。

仮 説 2 学習者が毘標言語の社会の中で人に対処する場合に必

要と恩われるさまざまな機能(普遍的なさまざまなタスク〉を主義行

するような練習の機会を与える。

仮 説 3 プロフィシェンシー重視のアプローチでは、コースの

初めから言語的な正確さの発達に留意する。

仮 説 4 プロフィシェンシー重視のアプロ…チは学習者の認知

的なニーズだけでなく情意的なニーズにも対応する。すなわち、プ

ロフィシェンシー重視のアプローチでは、学習者が意欲をもって学

習に取り組むようにし、また、緊強ゃ:不安を起こさせない状況で自

分自身の言いたいことを表現する機会が学習者に与えられる。
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仮 説 5 学習者が目標言語の社会で円滑に生活できるように、

さまざまな方法で文化的な理解を促進する。

( O'Maggio 1986: 44-53 ) 
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